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ディジタルサイネージの
広告効果測定技術

Measuring the Advertising Effectiveness of Digital Signage 

1.はじめに

ディジタルサイネージは時間や場所に応じたは、告を表

示できることから，従来のマスメテ、イアとは異なる魅力

を持った新たな広告メディアとして注目されている.今

後，ディジタルサイネージが広告メディアとして)よく前

用されていくためには.TVの視聴率のように， その広

告効果を客観的に示す効果指標の確立及びその現実的な

測定手段の実現が必要となってくる.

ところが単に広告効果といっても，そこには様々な観

点があることや， 更にディジタルサイネージが既存の媒

体とは崇なる性質を持っていることなどから.1これを
指標として計測すればよい」というものを簡単に決める

ことができない. そこで国内外においてディ ジタルサイ

ネージの特性を考慮した広告効果指標の検討及びガイド

ラインの提案が行われてきている.またその一方，標準化の

動きに先行する形で，ディジタルサイネージの広告効果測

定をねらった様々な計測技術が実用化されてきている.

本稿では，ディジタルサイネージの効果測定技術に興

味を持っている方が現状を概観するための参考となるよ

う，広告効果の一般論から始め，これと関係付けながら，

ディジタルサイネージ広告効果測定に関する動向及び実

用化されつつある各種計測技術を紹介し，最後に今後の

課題について述べる.

2. 広告効果について

まず広告効果を考える上での基本事項を簡単に整理し

ておく.広告効果をどのようなフレームワークで整理す

るかについては様々な考え方があるが，ここでは熊倉の

論文11)を引用しながら説明していく .以下の説明におい

ては，媒体とは新聞，テレビ，サイネージなどの広告を
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伝達する手段を指し，オーデイエンスとはその受け手で

ある視聴者，読者全般を，広告枠は広告を掲載する媒体

上のスペース(場所，時間など)を，また広告枠取引と

は広告を掲載するための広告枠の売買をそれぞれ指すも

のとする.

広告効果とは何か，を一言で言えば. 1広告が特定の

目的を満足する程度Jであり，より具体的には「オーデイ
エンスに生じた，広告主が期待する変化」ということに

なる.これを更に具体的に見ていくと，表1のよう に，

①媒体到達・ 広告到達に閲する効果， ②オーデイエンス

の心理変容に関する効果， ①行動に関する効果， の三つ

に大きく分類することができる.

また， 別の見方をすると.}よ、告効果は，広告主が期待

する本来の効果，広告枠取引のための参考指標(事後の

レポーテイングも含む)の二つの側面を持っている.

TVの例でいえば，広告の結果として 「どれだけ商品名

を認知してもらえたかJiどれだけ商品が売れたのかJiど
れだけブラン ドイメージがアップしたのかjなどが前者

であり.1視聴率J1世帯数」 などが後者の例である.非
常に大雑把にいってしまえば，前者は前記分類の②，③

と対応し，後者は前記分類の①と対応している.

3. ディジタルサイネージの
広告効果指標に関する動向

ディジタルサイネージ‘の広告効果測定については，広

告主が本来期待する効果に注目した取組みと，主として

広告枠取引を意識した取組みとの両方が行われている.

前者は. QRコードや ICカー ドを用いて広告との接触

から購買行動までを関連付けて把握しようとするものな

どであり，今後も様々なアイデアが提案されてくるものと

思われる.以下では後者に関する動向を詳しく説明する.

日本囲内では，屋外看板の効果指標の観点に立って，

屋外広告調査フォーラ ムが DEC(DaiJy Effective Cir-

culation)という指標及びその算出方法のガイドラインを

2001年に提案している夙基本的には.11日当り何人

がその看板を見ることのできる場所を通過するのか」を
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表 1 広告効果の分類

媒体普及(媒体が到達可能なオーディヱンス数)
①媒体到達と

広告到達
媒体露出(媒体に接触したオーデイヱンス数)

主に広告枠取引
のための指標

広告露出(広告と接触したオ}ディエンス数，頻度)
広告

広告コミュニケーション(広告メッセージに関する記憶)
効果 ②オ}ディエンス

の心理変容
広管説得(オーデイエンスの心理変化) 広告主が本来

広告応答(購買に向けたオーデイエンスの行動・意向)
期待する効果の指標

@行動 販売応答(製品の購買)

去すものであり，これを作種通行量調杏結果から導き向

す方法が脱走されている.これは，前述の分担において

は「蝶体露山」に相当するといえる. ところがこの指標

はディジタルサイネージへの適用を考えた場合，必ずし

も十分なものではない.ディジタルサイネージの特↑牛と

して I場所と時間を特定できるメディアである」という

ことを挙げることができるが，ディジタルサイネ←ジの

J.L ;+i-効呆指標は，このことを踏まえたものとなっている
ことが哲ーましい.例えば， Iその場所に現れる人の数は
時間1Mによってどのように変わるかJ，Iその場所では，
人々はどのような状況で回同を見ているのか」などが考

慮されている必更がある.1日当りの通行量では，当然のこ

とながら|時間帯によって変わる状況をとらえることがで

きない.また，人が滞f??するような場所においては，人々

はサイネージを長崎問視聴ーするため，通過人数だけではそ

のサイネージの価値を 1-分に詳価できないことになる.

ディジタルサイネージInJけの広告効果指標に閃して現

時点における最も共体的なガイドラインとしては，米国

の Out-oI-homeVideo Ad刊 rt山山 13ureau(OVA13) が

2008年に公開した“Audience¥'!etrics Guidelines"を挙

げることができる(:.rl ここでは，ディスプレイにうえ利く

ことやそこでの滞問時間等を考慮し，これを A定時間内

のグロス(総計他)として大くくりに去現した

“Average UniL Gross lmpression"という指慌を担当ーし

ている.これはliij述の分類においては I媒体露出」もし

くは I広告露出Jに相当すると考えられる.露出をその
視聴の時間幅(滞官時間)も考慮した上でシンブ。ルに指

標イl:しているという点で，ノ刊を，ディジタルサイネージ

の広行効巣指株を考える上で，一つのベースになってい

く可能性がある.

更に一広進んで，ディジタルサイネージの特長を積極

的に評価していこうとする収制みが，デジタルサイネー

ジコンソーシアム (DSC)でイオわれワつある.DSCでは，

2008年に「デジタルサイネージ指標ガイドライン(1.0 

版)Jを策定，広奇効果の評価右法として，露出を基本

にしつつ，ディジタルサイネ←ジの特性を与!在した評価

観点を利加すること をt}i':系している・4) 2009介ーには，
このコンセブト を克に具体化したものとして IAICCTE 
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※左表i土文献(1)をもとに作成

(アイシテ)の法則」を提言しており，今後，更なる九

体イじゃ検証を行っていく予定となっている.このほか，

ピデオリサーチ祈が捉楽している指標 ISOTOj'5'なども

あり，こういった様々なアイデア， ノウハウをIJ及JI又しつ

つ，より良い指標としていくことが期待される.

4. ディジタルサイネージの
広告効果測定技術

前述したように現状ではディジタルサイネ「ジの広告

効呆をぷす指標は確定していないものの，慨にディジタ

ルサイネージを用いた広告流通が始まっており，効果測

定のニーズが践の:化しつつある.主として，サイネージ

のオーナーが広告T.に対してその広告効果を説明するた

めのツールとして，峨々な効果iMIJ定肢術が利用され始め

ている.ここでは，肢体露山者しくは)よ77露山として，

( a ) その場所に何人くらい人がいるのか，

(b) イ|υ¥くらいの人が田而を見ているのか，

を言十測するものに車交って紹介していく.

最も代表的なのは画像処理技術を用いたものである.

このタイプでは，通常，ディスプレイ付近に小形のカメ

ラを設置し，計算機に収り込んだ画像に刻して人物検山，

顔検問，属性判定 (性別・年代)等の|凶i像処理を適用し

て計測を行うものである (凶 1). このタイプの長所は，

カメラ，計算機など比較的安価な装置のみでシステムを

構築できること，属性情報を取得できることなどを挙げ

ることができる.一方，屋外与の照明条nの変動が大き
い場所ヤ強いj主光となる場所などでは時間帯によっては

不安定になるなど，技術的な課題が残されている.また，

カメラを用いて日像を撮影していることから，プライパ

シー|ーの懸念があるため，多くの場合， I由[像は保存せず

に画像処W{乏速やかに消去するなどの対応が取られてい
るT.会なところとして Trumedia，NEC，沖電気，オ

ム口ン. NTTなどがこのタイプの計測システムを開発

している.

このほか，レーザレンジセンサを円いた人流計測技術
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図 1 カメラを用いた広告効果測定の例 (NTT技術)

もある.これは TOF(Time Of Flight)形のレンジ七ンサ

をライン上にスキャンすることにより被写体までの距離

を一次元的に計測する装置を用いるものである.通常，

足元の高さに設置し，数一 10数 m程度の範囲の距離

データを時々刻々取得しながら，床面上で人がどのよう

に動いたかを推定する.このタイプは，カメラを用いた

ものほど場所を選ばず設置できるが，装置自体がまだ比

較的高価であることや， )，属性情報が取れないことなどが

短所となる.このタイプでは SICK社のセンサが代表的

である.

5. ま と め

ディジタルサイネージの広告効果について，その指標

に関する動|白jや測定技術に関する動向を紹介した.今後，

ディジタルサイネージの活用のされ方が多様化しつつあ

る中で，共通的に利用できる指標を策定していくことは

困難を伴うと予想されるが，ディジタルサイネージ市場

の発展のためには避けては通れない課題であると思われ

る.

今後，指標のあり方を考えていく際には，サイネージ

の多様な魅力を十分に評価できるものであると同時に，

分かりやすいものであることも重要と思われる.また

TVなど既存媒体の広告効果指標との整合性も一つのポ

イントになると考えられる.その点， OVABの

“Average Unit Gross Impression" は，シンプルで分か

りやすく，また， TV広告枠取引の指標の一つである
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GRP (Gross Rating Point) のようにグロス(総計値)で

表現するなど，既存指標との整合性を考慮したものに

なっており，考え方としても参考になると思われる.

計測手段としては，画像処理技術を用いたものが今後

も中心となると思われるが，前述したように照明変動耐

性の向上など技術的に難しい課題が残されている.今後，

更なる技術革新が期待される.
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